
 

 

 

令和６年度第２回広島県食品安全推進協議会質問事項 

  

質問事項１ 野生鳥獣対策について 

【提出者：細野 賢治氏（学識経験者：国立大学法人広島大学大学院生命科学研究科教授）】 

 

質問内容 

 近年、野生鳥獣による農産物被害軽減措置の一環として、各市町で害獣処理施設の 

整備等が行われていると思います。そこで、もしよろしければこのような施設につい 

ての県内での設置状況やジビエ商品化の取組、設置に関する手続き、衛生基準など御 

教授頂ければ誠に幸いです（貴課の業務の範囲内で結構です）。 

  ※回答は P１～８（健康福祉局食品生活衛生課） 

 

質問事項２ ＰＦＡＳについて 

（１）【提出者：山内 雅弥氏（学識経験者：広島大学広報担当主幹）】  

（２）【提出者：石川 秀次郎氏（広島県スーパーマーケット協会事務局）】 

 

質問内容 

（１）昨年の第１回協議会で説明のあった環境省のＰＦＡＳに関する全国水質調査に

ついて、県関係分の詳しい調査結果をご提示願いたい。併せて、それに関する関係県

市の見解を伺いたい。 

 

（２）ＰＦＡＳ等の広島県での汚染状況の調査結果で、新たな情報がありましたら教

えてください。 

 

  ※回答は P９（健康福祉局食品生活衛生課） 

 

質問事項３ マイクロプラスチックによる河川汚染状況について 

【提出者：山内 雅弥氏（学識経験者：広島大学広報担当主幹）】 

質問内容 

マイクロプラスチックによる海洋汚染について、令和５年度第１回協議会でお尋ね

したところであるが、海のない長野県内の河川でマイクロプラスチックが確認された

という同県環境保全研究所の調査が報道されていた。広島県の河川の汚染状況につい

て把握されているか伺いたい。 

  ※回答は P10～21（環境県民局環境保全課） 

資料５ 



●飲食店や販売店でジビエ（野生鳥獣の肉）を調理・販売する場合、食品衛生法に基づく

食肉処理業の営業許可※を取得した施設で解体された肉を仕入れなければなりません。

※営業許可の申請については、管轄の自治体の保健所にお問い合わせください。

●全国の保健所では、夏期及び年末に、飲食店などに対し、不法に流通したジビエの取締り
を行っています。

●令和３年６月からHACCPに沿った衛生管理が義務付けられ、ガイドライン※や手引書を参考
に作成した衛生管理計画に沿って、衛生管理を実行・記録することが必要となりました。
※厚生労働省では野生鳥獣の解体や調理時に守るべき衛生管理の方法等を示したガイドラインを作成して
います。また、自治体が独自にガイドラインやマニュアルを作成している場合もあります。

●ジビエを食べる際には、中心部まで十分に加熱調理（７５℃、１分又はこれと同等以上）
して食べましょう。

●農林水産省では、ジビエの利活用に向けた取組への支援などを行っています。

厚生労働省 農林水産省

農林水産省農村振興局農村政策部鳥獣対策・農村環境課鳥獣対策室
代表：03-3502-8111（内線5491）

食肉処理施設
（営業許可取得）

厚生労働省健康・生活衛生局食品監視安全課
代表：03-5253-1111（内線2476）

野生鳥獣肉を取り扱う皆さまへ



牛・馬・豚・
めん羊・山羊

鶏・あひる・七面鳥 野生鳥獣（ジビエ）※

生産
（狩猟）

畜産農家 養鶏家 狩猟者

解体

加工
販売

消費 消費者・飲食店 消費者・飲食店 消費者・飲食店

と畜場法

と畜場における
と畜検査

食鳥検査法

食鳥処理場おけるに
おける食鳥検査

食品衛生法

食肉処理業の許可施設で
解体・分割・細切

食品衛生法 食品衛生法 食品衛生法

加工・販売に必要な
営業許可を取得した施設

加工・販売に必要な
営業許可を取得した施設

食肉販売の流れ（イメージ）

※農林⽔産省及び⼀部の⾃治体では取扱いマニュアルを整備 【厚生労働省HPより抜粋】
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水道における有機フッ素化合物（PFOS及び PFOA）に関する調査結果について 

食品生活衛生課 

１ 要旨 

  有機フッ素化合物が全国各地の河川や井戸水等で検出されていることを受け、国土交通

省及び環境省において、水道における PFOS 及び PFOA の検出状況等を把握するための全国

調査が実施され（調査実施期間：令和６年６月～９月）、その結果、暫定目標値を超えて検

出された地点はなかった。 

  

２ 経緯 

環境省において、水道水質に関する目標値等の見直しについて、今後食品安全委員会の

評価結果などを踏まえ、速やかに水質基準逐次改正検討会において検討を進めていくこと

とされており、その際の検討材料とするため、全国調査が実施された。 

 

３ 調査概要 

（１）対象者 

 県内の水道事業等（計：188事業等）【とりまとめ主体】 

  ① うち、県知事認可の水道事業：15事業【県】    ※1 

② うち、専用水道（国設置分を除く）：163施設【県】  ※2 

③ うち、大臣認可の水道事業等：10事業【国（国土交通省中国地方整備局）】 

（２）対象期間等 

  水道事業等が令和２～６年（令和６年は９月末まで）に実施した PFOS及び PFOAの検 

査結果 

（３）調査結果 

水質管理目標設定項目の暫定目標値（PFOS及び PFOA の合計で 50ng/L）を超えて PFOS

及び PFOAが検出された地点はなかった。この結果は、国（国土交通省及び環境省）のホ

ームページに公表された。 

【参考】環境省ホームページ URL https://www.env.go.jp/water/pfas.html 

 

４ 県の見解・今後の対応 

暫定目標値を超えて検出された地点はなかったことから、引き続き、環境省における、

水道水質に関する目標値等の見直しの動向を注視し、県内の水道事業者等への情報共有等

を行っていく。 

  なお、環境省は、PFOS及びPFOAの水道法における分類見直し等の方針案を令和６年12月

24日の専門家会議に示し、了承された。方針案では、現在の水質管理目標設定項目から水

質基準へと分類が変更され、令和８年４月１日から水質検査義務となる。 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※1 「県知事認可の水道事業」とは、一般の需要に応じて水道により水を供給する事業のう

ち、給水人口が 101人以上 50,000人以下の事業をいう。なお、給水人口が 50,000人を超え

る場合は、大臣認可水道事業となる。 

※2 「専用水道」とは、寄宿舎、社宅、療養所等における自家用の水道その他水道事業の用に

供する水道以外の水道であって、次のいずれかに該当するもの。 

・ 100人を超える者にその居住に必要な水を供給するもの 

・ その水道施設において、人の飲用、炊事用、浴用その他人の生活の用に供するために使

用する水量について、一日最大給水量が 20㎥を超えるもの。 

https://www.env.go.jp/water/pfas.html


 

 

  

 

 

令和４年度マイクロプラスチックに係る調査結果等について 

１ 要旨・目的 

○ 環境中に存在するマイクロプラスチック（粒径５㎜未満のプラスチック類、以下「Ｍ

Ｐ」という。）については、世界的にもその存在が確認されており、生物・生態系への影

響が懸念されている。 

○ ＭＰについては、現段階では、環境中における基準は設定されておらず、県内の状況

が不明なことから、その実態や推移を継続的に把握するために、令和４年度から、国の

ガイドラインに沿って、0.3～５mm のＭＰのモニタリング調査を開始したので、その結果

を報告する。 

○ また、令和５年度から、新たに、0.3 ㎜未満の微細ＭＰの実態把握に向けた広島大学と

の共同研究を開始するので、その概要を報告する。 

 

２ 現状・背景 

○ ＭＰについては、これまで調査手法が確立されていなかったが、令和３年度に国にお

いて、0.3 ㎜以上のＭＰについて統一的な調査方法が示されたことから、本県においても

河川、海域及び下水処理場で調査を開始した。 

◯ 下水処理場については、統一された調査手法がないため、河川等の国のガイドライン

に準拠して調査を実施した。 

○ 一方で、0.3 ㎜未満の微細ＭＰについては、調査方法が確立していないため、令和５年 

度から、知見を有する広島大学と微細ＭＰの共同研究を開始することとした。 

 

３ 令和４年度マイクロプラスチック実態調査結果 

⑴  調査方法 

   県内３河川（西部：太田川、中部：黒瀬川、東部：芦田川）、３海域（西部：広島湾、

中部：安芸津安浦地先、東部：備讃瀬戸）及び下水処理場（東部浄化センター）におい

て 0.3 ㎜以上のＭＰを採取し、実体顕微鏡により個数を計測（個/ｍ３）するとともに赤

外分光光度計により種類を判別した。 ※ 太田川については，広島市で調査を実施 

⑵ 調査結果 

 ア 個数密度（個/ｍ３） 

○ 個数密度については、基準値等は示されておらず、他事例との比較を行った。 

○ 河川では、0.22～2.54 個/ｍ３の範囲であり、環境省が行った全国 10 河川の調査 

結果（0.35～18.35 個/ｍ３）の範囲内又は低い値であった。 

 ○ 海域では、0.09～2.44 個/㎥の範囲であり、環境省が行った全国３海域の調査結果

（0.40～174.0 個/ｍ３）の範囲内又は低い値であった。 

 ○ 中部（安芸津安浦地先）において、西部（広島湾）及び東部（備讃瀬戸）よりも

高値を示した要因については、潮目が多く、局所的にＭＰが集まりやすい海域であ

ったことが考えられる。 

環境県民局 

資 料 
Ｎｏ.10  

令和５年５月 29日 
課 名 環境県民局環境保全課 
担当者 課長 秋山 
内 線 2916 



 

 

  

○ 下水処理場については、1.42 個/ｍ３であり、処理水から検出されているが、他市

の調査結果（０～６個/ｍ３）の範囲内であり、河川及び海域と比較すると小さい。 

 【各地点における個数密度（個/m3）】 

 西部 中部 東部 比較事例 

河川 
0.22※ 

（太田川） 

2.54 

（黒瀬川） 

0.51 

（芦田川） 

0.35～18.35 

（R3 全国 10 河川） 

海域 
0.09 

（広島湾） 

2.44 

（安芸津安浦地先） 

0.10 

（備讃瀬戸） 

0.40～174.0 

（R3 全国３海域） 

下水 

処理場 

1.42 

（東部浄化センター） 

０～６ 

（R1横浜市） 

 ※広島市調査（１～５㎜） 

イ プラスチック種別構成 

 ○ 河川では、包装フィルムなどに使用されるポリプロピレン（ＰＰ）に加え、中部及び 

東部で食品容器等の包装材に使用されるポリエチレン（ＰＥ）の割合が高かった。 

○ 海域では、フロート等の発泡スチロールに使用されるポリスチレン（ＰＳ） 

の割合が高く、特に西部（広島湾西部）において、他の２海域よりも多くの割合を占め 

ていた。 

○ 下水処理場では、包装フィルムに使用されるＰＰと食品容器等に使用されるＰＥが検

出され、特にＰＥの割合が高かった。 
 

【各地点におけるプラスチック種別構成比（％）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 微細ＭＰの共同研究 

⑴ 研究目的及び内容 

微細ＭＰの調査・解析方法等を確立するとともに、広島県の海域及び下水施設から流出

する微細ＭＰの実態把握のため、海水及び下水道の排出水に含まれる微細ＭＰの量及び組

成等を調査し、流出状況の評価を行う。 

⑵ 研究期間：令和５年５月～令和８年３月末  

⑶ 主たる研究機関 

広島大学環境安全センター（西嶋教授、梅原助教） 

※県は試料採取等を実施 

 



 

 

  

⑷ スケジュール 

 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７ 

目標 

○ 調査・解析手法の確立 

・対象サイズの決定 

・海域調査方法確立 

○ 実態把握（下水） ○ 実態把握（海域） 

○ まとめ 

調査 

・ 

解析 

 

 

  

 ⑸ 分析方法 

 
微細ＭＰ 

（0.3ｍｍ未満） 

ＭＰ 

（５ｍｍ未満） 

採取 ・流体を採取 ・固形物を捕集 

分離 

・有機物分解 

・比重分離 

・フィルターでろ過 

・有機物分解 

・比重分離 

 

分析 

・フィルターを直接機器分析（光学顕

微鏡と赤外分光光度計の一体型） 

・実体顕微鏡により、個数を計測 

・分析機器により、種類の同定 

 

５ 今後の対応 

 ○ 今後とも、必要に応じて調査方法の見直しを行いながら、河川や海域等の調査を継続

し、データの集積を図ることで、本県における環境中のマイクロプラスチックの実態と

推移を把握する。 

○ また、本調査結果に加えて、今年度から開始する広島大学との微細マイクロプラスチ

ック共同研究で得られる知見も踏まえ、マイクロプラスチックの環境への流出要因の分

析等を進めながら、今後の流出防止対策に繋げていく。 

【調査】 
・測定法の確立 
（流入水、処理水、汚泥中） 

下水 

【調査】 
・測定法の確立 
（MP と微細 MP の同時測定） 

海域 

【調査】 
・実態調査 

【調査】 
・実態調査 



 

 

  

１ 令和４年度ＭＰ実態調査結果（詳細） 

⑴ 調査方法 

①採水ネットにより、河川等の水を通過（水量測定） 

②採取試料から、夾雑物を除去 

③有機物を除去及び分離 

④実体顕微鏡にて個数を計測（個/ｍ３）及び赤外分光光度計により種類の判別 

 

⑵ 調査結果 

調査箇所 日時 採水場所 個数密度（個/m3） 実施者 

河川 

R5.1.17 太田川 0.22 広島市※１ 

R5.1.19 黒瀬川 2.54 

県 

R5.1.19 芦田川 0.51 

海域 

R5.1.30 広島湾 0.09 

R5.2.1 安芸津安浦地先 2.44 

R5.1.31 備讃瀬戸 0.10 

下水 R5.2.16 東部浄化センター 1.42 

※１ 広島市の調査は、１～５㎜ 

 

【参考】※２ 

調査箇所 日時 採水場所 個数密度（個/m3） 実施者 

河川 R3.9.22～ 10 河川 0.35～18.35 環境省 

海域 R3.5.10～ ３海域 0.40～174.1 環境省 

下水 R1.8.17～ ３処理場 ０～６ 横浜市 

※２ 河川：「令和３年度 河川マイクロプラスチック調査結果」 

海域：「令和３年度 沿岸海域におけるマイクロプラスチックを含む漂流ごみ実態把握調査業務」 

下水：「下水道におけるマイクロプラスチックの基礎的調査」 

 

  ⑶ 調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河川 

海域 

下水処理場 

別紙 



 

 

  

１ マイクロプラスチック（ＭＰ）とは 

定義 ５㎜未満のプラスチック類 

種類 
１次ＭＰ：洗顔料、マイクロビーズ、肥料カプセル等 

２次ＭＰ：プラスチック製品の破砕物、洗濯時に発生する合成繊維くず等 

 

２ プラスチック種類及び主な用途 

 

３ 顕微鏡写真 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

種 類 主 な 用 途 

PP 
（ポリプロピレン） 

包装フィルム、家電部品、食品容器、トレイ等 

PE 
（ポリエチレン） 

包装材（食品容器、袋、食品チューブ）、 
シャンプー・リンス容器、バケツ、農業用フィルム、人工芝等 

PET 
（ポリエチレンテレフタラート） 

飲料水などのペットボトル、飲料カップ、クリアホルダー等 

PS 
（ポリスチレン） 

発泡スチロールフロート、食品用トレイ、カップ麺容器、
CD ケース、梱包緩衝材 

N 
（ナイロン） 

食品フィルム、魚網・テグス、自動車部品、ファスナー等 

PVC 
（ポリ塩化ビニル） 

衣類、壁紙、バック等 

参考 

ＰＰ（ポリプロピレン） ＰＥ（ポリエチレン） 

ＰＳ（ポリスチレン） Ｎ（ナイロン） 
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令和５年度マイクロプラスチックに係る調査結果等について 

 

１　要旨・目的 

○　環境中に存在するマイクロプラスチック（粒径５㎜未満のプラスチック類、以下「ＭＰ」

という。）は、世界的にもその存在が確認されており、生物・生態系への影響が懸念されて

いる。 

○　こうした中、ＭＰについて、県内の状況が不明なことから、その実態や推移を継続的に把

握するため、令和４年度から、国のガイドラインに沿って、0.3～５mm のＭＰのモニタリン

グ調査を実施しており、令和５年度調査の結果等について報告する。 

○　また、0.3 ㎜未満の微細ＭＰの実態把握に向けて、令和５年度から、広島大学との共同研

究を開始したので、その取組状況等について報告する。 

 

２　現状・背景 

○　ＭＰについては、これまで調査手法が確立されていなかったが、令和３年度に国において、

0.3 ㎜以上のＭＰについて統一的な調査方法が示されたことから、本県においても河川、海

域及び下水処理場で調査を開始した。 

◯　下水処理場については、統一された調査手法がないため、河川等の国のガイドラインに準

拠して調査を実施した。 

○　一方で、0.3 ㎜未満の微細ＭＰについては、調査方法が確立していないため、令和５年度

から、知見を有する広島大学と微細ＭＰの共同研究を開始することとした。 

 

３　概要 

（１）ＭＰ調査 

ア　調査地点 

・県内３河川（西部：太田川、中部：黒瀬川、東部：芦田川） 

・県内３海域（西部：広島湾、中部：安芸津安浦地先、東部：備讃瀬戸） 

・下水処理場（東部浄化センター） 

イ　調査方法 

0.3 ㎜以上のＭＰを採取し、実体顕微鏡により個数を計測（個/ｍ３）するとともに赤外

分光光度計により種類を判別した。　※　太田川については、広島市で調査を実施 
 

 

 項目 ＭＰ 微細ＭＰ

 対象サイズ 0.3～５mm 0.3mm 未満

 調査手法 確立されている 確立されておらず、大学の研究レベル

 調査実績 一部自治体や環境省 大学等
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ウ　調査結果 

（ア）個数密度（個/ｍ３） 

○　河川では、0.21～2.42 個/ｍ３の範囲であり、全国 10 河川の調査結果と比較しても、

低い値であった。 

東部（芦田川）については、令和４年度調査と比較すると、個数密度が増加してい

るが、サンプリング時期の違い、特に藻が繁茂していたことによる影響があったもの

と考えられる（サンプリング時期：令和４年度１月　令和５年度 10 月）。 

○　海域では、0.09～0.30 個/㎥の範囲であり、昨年度よりも低い値であり、環境省が

行った全国３海域の調査結果（2.25～12.2 個/ｍ３）より低い値であった。 

中部（安芸津安浦地先）については、令和４年度は他海域よりも高い値であったが、

潮目を避けてサンプリングした結果、他海域と同程度の結果であった。 

○　下水処理場については、0.00 個/ｍ３であり、昨年度よりも低い値であった。 

　【各地点における個数密度（個/m3）】（カッコ内：Ｒ４） 

　 ※ 広島市調査（１～５㎜） 

 

（イ）プラスチック種別構成 

○　河川では、昨年度と同様に、包装フィルムなどに使用されるポリプロピレン（ＰＰ）

に加え、中部及び東部では、食品容器等の包装材に使用されるポリエチレン（ＰＥ）

の割合が高く、ワンウェイプラスチックや生活由来のものであると推察された。 

○　一方、海域ではより多くの種類が確認され、多様な流入経路に加え、時間の経過に

伴いプラスチックの劣化がより進んでいること等が原因の一つであると考えられる。　 

なお、昨年度と比較して、ポリスチレン（ＰＳ）の割合が減少した。 
 

【各地点におけるプラスチック種別構成比（％）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 西部 中部 東部 比較事例

 
河川 0.21（0.22※） 2.35（2.54） 2.42（0.51）

0.35～18.35 

（全国 10 河川）【Ｒ３】

 
海域 0.30（0.09） 0.09（2.44） 0.09（0.10）

2.25～12.2 

（全国３海域）【Ｒ４】

 下水 
放流水

0.0（1.42）
０～６ 

（横浜市）【Ｒ１】

安芸津：安芸津・安浦地先
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（２）微細ＭＰの共同研究 

ア　研究目的及び内容 

微細ＭＰの調査・解析方法等を確立するとともに、河川、海水及び下水処理場の処理水

に含まれる微細ＭＰの量及び組成等を調査し、流出状況の評価を行う。 

イ　研究期間 

令和５年５月～令和８年３月末  

ウ　主たる研究機関 

　　　　広島大学環境安全センター（西嶋教授、梅原助教） 

エ　進捗状況及び今年度の予定 

○　令和５年度は、分析機器を導入し、対象サイズ（25μm～0.3ｍｍ）を決定した。また、

分析方法を概ね確立した。 

 

○　令和６年度は、より簡易な方法に改良するとともに、11 月に河川、海域及び下水（放

流水）での調査を実施する。 

 項目 内容

 ・知見の整理 ・数少ない研究内容を整理（海外を含めた大学等）

 ・分析機器の

導入

・最適な分析機器の選定 
 

 ・採取方法 ・大量の河川水を採取するため、 
水中ポンプによる採水方法を検討 

 ・対象サイズ

の検討

・対象サイズを小さくすると、 
フィルターが目詰まりするため、 
採水量に対する最適なフィルターを検討 

 ・前処理方法

の検討

・ＭＰで用いる前処理方法では測定が困難ため、新たに、夾雑物の分解除去

方法を検討 

 ・分析機器使

用 方 法 の

習得

・最適な測定範囲及び回数を検討 
 
 
 
 
 

・測定範囲：大 
　→測定時間が短い○ 
→対象サイズが大きい×

・測定範囲：小 
→測定時間が長い× 
→対象サイズが小さい○
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【参考】スケジュール 

 

５　今後の対応 

　○　「ＭＰ」及び「微細ＭＰの共同研究」において、必要に応じて調査方法の見直しを行いな

がら、河川や海域等の調査を継続し、データの集積を図り、本県における環境中のマイクロ

プラスチックの実態と推移を把握する。 

○　ＭＰの環境への流出要因の分析等を進め、起源である「プラスチック製品の使用量削減」

に加え、「プラスチック製品の適正利用」、「プラスチックごみの適正処理」、「回収」に取り

組み、今後の流出防止対策に繋げていく。 

 Ｒ５ Ｒ６ Ｒ７

 

目標

○ 調査・解析手法の確立 

・対象サイズの決定 

・分析方法の確立

○ 実態把握（下水） ○ 実態把握（海域） 

○ まとめ

 

調査 

・ 

解析

【準備】 
・簡易クリーンルーム、 
分析機器設置

河川
事前調査

下水 
（流入水）

実態調査

海域

下水 
（放流水）
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１　令和５年度ＭＰ実態調査結果（詳細） 

（１）調査方法 

①採水ネットにより、河川等の水を通過（水量測定） 

②採取試料から、夾雑物を除去 

③有機物を除去及び分離 

④実体顕微鏡にて個数を計測（個/ｍ３）及び赤外分光光度計により種類の判別 

 

（２）調査結果 

 

【参考】※ 

※　河川：「令和３年度 河川マイクロプラスチック調査結果」 
海域：「令和４年度 沿岸海域におけるマイクロプラスチックを含む漂流ごみ実態把握調査業務」 
下水：「下水道におけるマイクロプラスチックの基礎的調査」 

 
（３）調査地点 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 調査箇所 日程 採水場所 個数密度（個/m3） 実施者

 

河川

R5.10.4 太田川 0.21 広島市

 
R5.10.2

黒瀬川 2.35

県

 芦田川 2.42

 

海域

R5.10.23 広島湾 0.30

 R5.10.6 安芸津安浦地先 0.09

 R5.10.2 備讃瀬戸 0.09

 下水 R5.10.11 東部浄化センター 0.00

 調査箇所 年度 採水場所 個数密度（個/m3） 実施者

 河川 Ｒ３ 10 河川 0.35～18.35 環境省

 海域 Ｒ４ ３海域 2.25～12.2 環境省

 下水 Ｒ１ ３処理場 ０～６ 横浜市

河川 
海域 
下水処理場

別紙



6 

 
 

１　マイクロプラスチック（ＭＰ）とは 

 

２　プラスチック種類及び主な用途 

 

３　調査の様子（ＭＰ及び微細ＭＰ） 

 
定義 ５㎜未満のプラスチック類

 
種類

１次ＭＰ：洗顔料、マイクロビーズ、肥料カプセル等 

２次ＭＰ：プラスチック製品の破砕物、洗濯時に発生する合成繊維くず等

 
種　類 主　な　用　途

 PP 
（ポリプロピレン）

包装フィルム、家電部品、食品容器、トレイ等

 PE 
（ポリエチレン）

包装材（食品容器、袋、食品チューブ）、 
シャンプー・リンス容器、バケツ、農業用フィルム、人工芝等

 PET 
（ポリエチレンテレフタラート）

飲料水などのペットボトル、飲料カップ、クリアホルダー等

 PS 
（ポリスチレン）

発泡スチロールフロート、食品用トレイ、カップ麺容器、
CD ケース、梱包緩衝材

 N 
（ナイロン）

食品フィルム、魚網・テグス、自動車部品、ファスナー等

 PVC 
（ポリ塩化ビニル）

衣類、壁紙、バック等

 段階 ＭＰ 微細ＭＰ

 

採取

○ネットにより採取 
 
 
 
 
 

○水中ポンプにより採取し、フィルターでろ過

 

前処

理

○有機物分解→比重分離 
 
 
 

参考

※写真は、ＭＰにおける過酸

化水素を用いた方法 
（微細ＭＰは新たな酸化剤

を用いた手法を検討）
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４　顕微鏡写真（ＭＰ） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

計測

○ひとつずつ大きさを計測 
 
 
 
 
 
 

○分析機械により、個数測定及び種類判別を同

時に実施

 

種類

判別

○ひとつずつ種類を機械により判別 
 
 
 
 
 
 
 

ＰＰ（ポリプロピレン） ＰＥ（ポリエチレン）

ＰＳ（ポリスチレン） Ｎ（ナイロン）


